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多核種除去設備(ALPS)等処理水の取扱いに関する検討状況

○ 2020年２月 ALPS小委員会報告書とりまとめ

・有識者が約６年に渡り、科学的知見に基づき、技術・制度・社会的側面から議論。

・５つの処分方法について検証し、①国内外で実績ある海洋放出と水蒸気放出が現実的。
②国内で実績がありモニタリング等を実施しやすい海洋放出がより現実的、との結論。

→ 同報告書は、国際原子力機関（IAEA）から「科学的な分析に基づくもの」と評価。

○ 報告書とりまとめ以降、

①自治体や農林水産事業者を始め、様々な方との意見交換（数百回）

②各省副大臣が、直接、懸念の声を伺う「御意見を伺う場」（7回）

③４ヶ月にわたる書面による意見募集（約4000件）

○ 2020年10月、第6回廃炉・汚染水対策チーム会合

・これまでに頂いた御意見を改めて整理。これをしっかりと受け止めた上で、処分方法や風評

対策などについて関係省庁で更に検討を深めることを確認。

○ チーム会合以降も、

自治体や消費者団体、学校など様々な方への説明会・意見交換を継続。

⇒ 関係省庁で一層議論を深め、適切なタイミングで、政府として責任をもって、結論
を出していく。 2





帰還困難区域を抱える６町村への個別支援の状況

１．６町村の避難指示解除区域や特定復興再生拠点区域への帰還・居住に向けた動きを加
速させるため、町村の強み・特性を生かしながら、産業の活性化、居住・生活環境の充実
に取り組むことが重要。

２．引き続き、各町村と個別に協議を行いながら、福島県、関係省庁、相双機構が連携して以
下の案件の具体化を一層推進していく。
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町村 町村の問題意識・当面の取組テーマ（例）

大熊町 ・「ゼロカーボンタウン」の実現
・先端教育（EdTech/STEAM 教育）の導入

双葉町 ・出歩くのが楽しくなる「ウォーカブルタウン」の実現
・再生可能エネルギーを最大限活用するまちづくり

富岡町 ・学習環境の充実（放課後教室の体制強化等）
・移住・定住希望者向けの環境整備

浪江町 ・中心市街地の活性化
・定住人口の拡大

飯舘村 ・農畜産業を生かした交流・移住の拡大

葛尾村 ・移住・定住者向けの住環境整備
・農業を通じた交流人口の拡大

＜取組状況の例：大熊町における教育支援＞
・経産省教育産業室の支援の下、小中学校３
校へのEdTech教材の導入を推進中。
※EdTech導入実証事業補助金を活用






